
は じ め に 

 

地方公営企業は、上下水道や病院の経営を始めとして、地域住民の日常生活に欠

くことのできないサービスの提供を行うと同時に、地域の産業・経済の振興を図る

ための社会基盤の整備を担うなど、地域福祉の向上や地域社会の発展に大きな役割

を果たしています。 

本書は、県内の市町村及び一部事務組合が経営する地方公営企業の令和４年度の

決算状況等について取りまとめたものです。 

事業数は令和３年度から１事業減の 244 事業、決算規模は令和３年度に比べ約 46

億円増、率にして 2.3％増の約 2,029 億円となっております。 

また、公営企業全体としての収支は約 139 億円の黒字であり、８年連続の黒字と

なりましたが、施設の老朽化に伴う更新費用の増大、人口減少による料金収入の減

少等による厳しい経営環境の中、多くの事業で一般会計からの基準外繰入金によっ

て収支の均衡を図っており、事業単体としても当該地方公共団体の財政運営全体の

観点からも健全経営が求められています。 

 こうした中、持続可能な経営の確保のため、中長期的な経営の基本計画である「経

営戦略」の策定・改定、「公営企業会計の適用」拡大や経営比較分析表の活用によ

る経営状況の見える化、水道事業及び下水道事業における広域化の推進といった公

営企業の抜本的な改革が進められているところです。 

地方公営企業が今後ともサービスの安定的供給を行いながら、公共の福祉を増進

していくためには、地方公営企業の在り方を絶えず見直していくことが不可欠です。

そのためには、これまでにも増して経営環境の変化に適切に対応し、より一層の経

営改革に取り組む必要があります。 

 各地方公営企業におけるそうした取組の参考として、この年報を有効に御活用い

ただければ幸いです。 
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